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研究成果の概要： 
改善余地の大きい物流を焦点に地域経済政策との関係を膨大な社会資本データなしに分析す

るため、 新個票物流センサスデータを利用し、アクセシビリティを導入した地域生産関数を

推計した。輸送費低減が生産に及ぼす影響を産業別、中間財搬入・製品搬出別に分析して、企

業立地などを含めて有意義な示唆を得た。さらに、この関係をより体系的な経済モデルで評価

するべく消費を内生化した産業連関分析モデルや地域間社会勘定行列のモデル分析、国際物流

効率化や環境影響の議論も行った。 
 
 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 2,000,000 600,000 2,600,000 

２００８年度 1,300,000 390,000 1,690,000 

年度  

年度  

年度  

総 計 3,300,000 990,000 4,290,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経済学・経済政策 
キーワード：物流効率化、地域経済インパクト、アクセシビリティ、非集計データ、物流セン

サスデータ 
 
１．研究開始当初の背景 こうした分析を踏まえて、さらに長期的に

生産や消費の量が価格と共にあらゆる産業
部門で変化し、労働や資本などの生産要素も
産業部門間を移動する一般均衡の枠組みな
どでより広い視野で評価することである。そ
のためには、従来よく用いられてきたミクロ
経済学的理論分析、ロジットモデルなどの利
用行動分析に加えて、消費内生化産業連関モ
デルや CGE（計算可能一般均衡）モデルなど

運輸政策の立案・評価において、費用便益
分析など評価に使われる従来の部分均衡モ
デルでは局部的評価に留まってしまい、その
示唆は限定される。重要なのは荷主などの基
本的な利用行動反応変化に対応した計画を
行うことであり、地域経済の生産活動をどう
変化させるかを考慮した分析をすることで
ある。 
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 のより経済活動と広範に対応した需要予
測・経済評価モデルをリンクしていくことが
重要となる。 

 
 

 ただし、 は付加価値ベース生産額、 は
民間資本、 は労働、A は正の定数、 は資
本弾力性、 は GRP（地域総生産）、 は単
位貨物量当たり輸送費（ は搬入、 は搬出）、
β1は中間財搬入アクセシビリティ弾力性（輸
送費弾力性でもある）、β2は製品搬出アクセ
シビリティ弾力性（輸送費弾力性でもある）、
は搬出地域、 は搬入地域。 

２．研究の目的 
 

改善余地の大きい物流に焦点を当てつつ、
情報量の多い非集計レベルの個票トリップ
データをどう扱い、どういう方法で地域経済
と関係づけて分析し、どういう貨物輸送政策
及び並行する産業などの地域経済協調政策
の示唆を得るかを研究する。 2005 年データについてこれを推計したと

ころ、全製造業に対して搬出アクセシビリテ
ィ（輸送費）弾力性は 0.050、同じく搬入弾
力性は 0.069 であった。この値が正であるこ
とから、生産関数はアクセシビリティを考慮
すると規模に関する収穫逓増が確認された
ことになる。短期的に同じ生産関数の下で、
中間財搬入輸送費改善は GRP 増大をもたら
すのである。 

そこで、アクセシビリティを導入した地域
生産関数を推計し、輸送費の低減などが生産
に及ぼす影響を分析する。また物流改善と生
産との関係の現実的な分析結果を、より体系
的な経済モデルにインプットして企業立地
政策や労働政策など地域経済の協調政策と
の関係でその構造的な経済効果をより現実
的に評価する。 
 搬入アクセシビリティ弾力性の方が搬出

弾力性より大きいのは、日本の場合製品搬出
輸送費をメーカー負担する c.i.f.価格の商習
慣が多く、輸送費が生産に敏感に影響すると
いう仮説には反する。しかし、わが国のメー
カーが高付加価値の製品の迅速な搬出に向
いた立地や輸送体系をしており、むしろ中間
財の搬入の費用負担に影響されている全般
的傾向を示している。 

３．研究の方法 
 

この研究目的のために、 新の 2005 年デ
ータ全国貨物純流動調査データ（物流センサ
スデータと呼ばれる）を取得・分析した。膨
大な運輸社会資本データがなくても、代替的
な輸送費データとして利用できる物流セン
サスデータを基に、アクセシビリティを定義
してそれを導入した地域生産関数を推計し、
輸送費の低減などが生産に及ぼす影響を弾
力性の値などを通じて議論した。産業別に、
また中間財搬入と製品搬出に分けてアクセ
シビリティの改善が地域経済に及ぼす影響
を分析して、企業立地や輸送費の価格化方式
を含めて議論した。 

産業分類別の推計では、搬出弾力性が鉄鋼
業で 0.258、輸送機械製造業で 0.186 と大き
いことが分かった。これはやはり、重量物か
つ輸送形状のむずかしい製品輸送が影響し
ているとみられる。内航船の有効利用などに、
検討の余地が残されている。 

一方の搬入弾力性に関しては、食料品、繊
維、衣類、パルプ、印刷、金属製品、電気機
械、精密機械などの製造業で 0.1 を超える比
較的大きな値が推計された。遠隔地立地の場
合を含めてこれらの中間財搬入の輸送に効
率化の余地があり、それにより GRP 改善の
期待が持たれる。同時にこれらの産業部門に
は、市場への搬出に迅速性が要求される製品、
重量物あるいは精密品で高輸送費用となる
製品があり、市場までの製品輸送重視の立地
となっていて、中間財の仕出し地との関係で
は効率性に課題が予想される。こうした中間
財搬入費用節約の観点からも、企業立地と在
庫管理・輸送体系を再確認していく必要があ
る。 
これら弾力性値が大きい輸送費を改善す

ることが、GRP 増大の期待につながるのであ
る。しかしながら、米国の公共インフラ投資
に 対 す る GDP の 弾 力 性 値 は 、 0.39
（Aschauer[1989]）、0.34（Munnell[1990]）、
0.39（Holtz-Eakin[1994]）などと推計され
ており、これら先行研究は時系列分析の長期

さらに、この物流改善と生産との関係の現
実的な分析結果をより体系的な経済モデル
にインプットして、企業立地政策や労働政策
など地域経済の協調政策との関係でその構
造的な経済効果をより現実的に評価するべ
く、従来の CGE（Computable General 
Equilibrium 計算可能一般均衡）モデルによ
る GDP などの分析以外に、消費を内生化し
た産業連関分析モデルや地域間 SAM（Social 
Accounting Matrix 社会勘定行列）のモデル
分析を行った。さらに、アクセシビリティの
改善のみならず、特に国際物流効率化政策に
よる効果、そして物流の環境保全面を含めた
地域への影響についても、議論した。 
 
４．研究成果 
 
(1) 本研究では、到着、出発輸送コストのそ
れぞれに関するアクセシビリティを、振り子
型に直接的に生産関数に導入する次のよう
なモデルを開発した。 



的変化のため高くなっている。本研究での弾
力性値はクロスセクション・データにより地
域間の格差を中心に考慮しているため全般
的に低い値となっていると理解されるが、短
期的な効果としては注目される。さらに、前
回の 2000 年の物流センサスデータを使って
同様の分析を行うと、輸送費用に地域による
改善変化が見られたため、弾力性値は大きく
推計されている。 

 
(2) こうした輸送行動の分析結果を活かして、
より体系的な経済モデルにインプットして、
企業立地政策や労働政策など地域経済の協
調政策との関係でその構造的な経済効果を
より現実的に評価するべく、まず消費の拡大
というケインズ効果（所得効果）を考慮する
ため消費を内生化した産業連関分析モデル
を開発した。 
 消費内生化の産業連関分析モデルでは逆
行列 が、以下となる。 
 

( )VBKCIBB +=  
 

なおここで、B は基本モデルの逆行列、I は
単位行列、C は消費係数行列、V は労働報酬
係数行列、そして 
 

( ) 1−−= VBCIK  
 
である。 
 これを実証分析のために移輸入内生化へ
変形し、限界消費係数を推計して（ブラウン
モデルを用いた）、現実の生産額を 終需要
とレオンチェフ効果（生産誘発効果）とケイ
ンズ効果に分解することができる。1995 年
のわが国の産業連関表に対してケーススタ
ディを行った結果、商業、金融、交通・通信、
公共サービス、サービスなどの労働報酬のた
めの付加価値の高い産業部門でケインズ効
果が高いことなどを確認した。 
 さらに通常の投入係数行列 A の代わりに 
 

CVAA +=  
 
を用いることによって、外生的な 終需要の
変化による経済効果をシミュレーション推
計することが可能になる。わが国についてシ
ミュレーションした結果、やはり労働報酬の
ための付加価値の高い産業部門への 終需
要を多く含んだプロジェクトが、多くのケイ
ンズ効果をもたらすことなどの示唆を得た。
輸送効率化により製造業だけでなく、こうし
た経済効果の高い産業部門を巻き込んだ地
域経済発展を図る政策を実行していきたい。 
 
(3) 同様に、より体系的な経済モデルにイン
プットして地域経済の協調政策との関係で

その構造的な経済効果をより現実的に評価
するべく、地域間 SAM（Social Accounting 
Matrix 社会勘定行列）のモデル分析を行っ
た。具体的には、日本を対象とした地域間
SAM の構築枠組み・利用データ・その内容
等をまとめるとともに、地域間相互依存関係
を考慮した SAM 乗数分析および構造パス分
析を行い、地域間経済波及メカニズムを議論
した。 
既存研究における SAM の制度部門が主に

家計・企業・政府と大分類されていたものを、
本研究では特に一般政府部門について詳細
に構築したことで、社会保障基金・税金（間
接税および直接税）・国庫補助金等の相互依
存関係を分析可能とした。また本研究で構築
した SAM では SNA（国民経済計算）体系に
従って支払い・受取り項目を構成しているた
め、地域間 SAM 構築においてもバランス調
整が比較的し易い。さらに、地域間 SAM に
構造パス分析を適用することで、地域別家計
所得に影響を与える地域経済波及メカニズ
ムの詳細な比較議論が可能となった。 
 北海道地域間 SAM を実証分析として計算
した結果 、例えば、北海道の地方政府支出
の増加により、北海道の家計所得の増加のう
ち、自地域内の波及効果による影響には限度
があるが、その他地域および税金や中央政府
等のその他部門との連関を通じて拡大する
メカニズムなどが理解できる 。 
 
(4) さらに、アクセシビリティの改善のみな
らず、特に国際物流効率化政策による効果、
そして物流の環境保全面を含めた地域への
影響についても、議論した。国際海上コンテ
ナの国内二次輸送を含めた国内輸送の効率
化と環境問題は、新展開を迎えているのであ
る。たとえば、２００６年に施行された改正
省エネ法では、一定規模以上の輸送事業者と
荷主に対して省エネルギー計画の策定、エネ
ルギー使用量の報告を新たに義務付けてい
る。 
 環境への配慮が深まる一方で、経済的に国
際輸送効率化のニーズは今まで以上に高ま
っており、その両立が非常に大きな注目とな
っている。たとえば、２００８年決定の国土
形成計画では、わが国の８つの地域ブロック
が東アジアとさらに迅速かつ円滑に結ばれ
ると同時に、その交通・情報通信体系の構築
に当たって温室効果ガスの排出削減等の問
題への一層の取り組みを推進することを求
めている。 
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